
（単位：千円）

【 7,792,084 】 【 3,223,364 】

現 金 及 び 預 金 2,199,546 1,114,972

受 取 手 形 41,426 856

売 掛 金 2,825,025 176,239

契 約 資 産 438,309 242,028

商 品 及 び 製 品 15,692 301,994

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,553 336,061

前 渡 金 1,350 839,944

前 払 費 用 77,355 92,514

関 係 会 社 預 け 金 2,186,335 83,555

そ の 他 10,358 35,197

貸 倒 引 当 金 △5,870

【 2,874 】

【 5,319,380 】 1,713

（ 有 形 固 定 資 産 ） （ 3,837,296 ） 1,160

建 物 938,987

構 築 物 9,532

機 械 及 び 装 置 63,404

車 両 運 搬 具 0

工 具 、 器 具 及 び 備 品 116,717

土 地 2,706,318

リ ー ス 資 産 2,336 3,226,238

（ 無 形 固 定 資 産 ） （ 354,731 ）

特 許 権 25 【 10,075,425 】

商 標 権 762 100,000

ソ フ ト ウ エ ア 278,656 3,505,591

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 74,103 3,505,591

電 話 加 入 権 946 6,469,833

施 設 利 用 権 238 152,330

6,317,503

（ 投 資 そ の 他 の 資 産  ） （ 1,127,352 ） 別 途 積 立 金 1,710,000

投 資 有 価 証 券 49,165 繰 越 利 益 剰 余 金 4,607,503

長 期 前 払 費 用 6,638

前 払 年 金 費 用 245,187 【 △190,199 】

敷 金 及 び 保 証 金 93,129 △190,199

繰 延 税 金 資 産 729,723

そ の 他 11,188

貸 倒 引 当 金 △7,680

9,885,226

13,111,464 13,111,464

資 本 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

未 払 賞 与

【 株 主 資 本 】

契 約 負 債

そ の 他 利 益 剰 余 金

預 り 金

負    債    合    計

資 産 除 去 債 務

リ ー ス 債 務

資   産   の   部

未 払 消 費 税 等

科         目科         目

負   債   の   部

リ ー ス 債 務

未 払 費 用

【 流 動 資 産 】

未 払 法 人 税 等

貸　　借　　対　　照　　表

【 固 定 資 産 】

金         額 金         額

（ 令和６年３月31日 現在 ）     

【 流 動 負 債 】

そ の 他

【 固 定 負 債 】

買 掛 金

未 払 金

資    産    合    計 負 債 純 資 産 合 計

純　 資   産   の   部

純　資　産　合　計

【 評価・換算差額等 】

土 地 再 評 価 差 額 金

1



【  売    上    高  】 19,064,405          

【  売  上  原  価  】 14,959,670          

4,104,734           

【  販売費及び一般管理費  】 2,791,393           

1,313,340           

【  営 業 外 収 益  】 24,260              

1,984               

782                 

400                 

11,800              

9,293               

【  営 業 外 費 用  】 2                   

2                   

1,337,599           

【  特   別   損   失  】 6,677               

6,572               

32                  

72                  

1,330,921           

471,519             

30,576              

828,825             

受 取 利 息

経 常 利 益

減 損 損 失

無 形 固 定 資 産 除 却 損

有 価 証 券 利 息

雑 収 入

受 取 配 当 金

投 資 有 価 証 券 評 価 益

損    益    計    算    書

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　　　　目

（単位：千円）

営 業 利 益

自　令和５年４月１日

至　令和６年３月31日

売 上 総 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

有 形 固 定 資 産 除 却 損

雑 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

2



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

･･････ （市場価格のない株式等以外のもの）

　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

　法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっており

  ます。

（市場価格のない株式等）

　　移動平均法による原価法によっております。

･･････ 　時価法によっております。

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

･･････ 　移動平均法

･･････ 　個別法

･･････ 　総平均法

･･････ 　個別法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 ･･････ 　定額法によっております。

（リース資産を除く） 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物　　　　　　　　８年～５０年

　　　構築物　　　　　　１０年～２０年

　　　機械及び装置　　　　　　　１７年

　　　車両運搬具　　　　　　　　　４年

　　　工具、器具及び備品　４年～１５年

(2) 無形固定資産 ･･････ 　定額法によっております。

（リース資産を除く） 　ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量及

び見込収益に基づく償却額と残存有効期間に基づく均等償却額とを比

較し、いずれか大きい金額を計上しております。

　また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産 ･･････ 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

個   別   注   記   表

　　製　　　　　　　　　品

　　原　　　　材　　　　料

　　仕　　　　掛　　　　品

　　その他有価証券

　　商　　　　　　　　　品

　　デリバティブ

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 ･･････ 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 受注損失引当金 ･･････ 　受注契約に係る将来損失に備えるため、当事業年度末における手持

受注案件のうち、損失発生の可能性が高く、かつその金額を合理的に

見積ることが可能な案件の損失見積額を受注損失引当金として計上し、

対応する仕掛品と相殺して表示することとしております。

(3) 退職給付引当金 ･･････ 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職一時金

制度に係る確定給付部分の退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

　なお、当事業年度末における年金資産が、退職給付債務から数理計

算上の差異等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用として

「投資その他の資産」に計上しております。

　また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

おります。

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．重要な収益の計上基準

システム開発分野・エンベデッド分野

　顧客の情報システムの企画、設計、開発等を受託し、顧客へ納品しています。

　システム・ソフトウェア開発に関して、財又はサービスに対する支配が一定の期間にわたり顧客に移転す

る場合には、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務

の充足に係る進捗率の見積り方法は、見積総原価に対する発生原価の割合(インプット法)を用いております。

また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが

見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。契約対価は通常、引き渡し時から短期間で

決済されるため重要な金融要素の調整は行なっておりません。　

　また、損失の発生が予測される場合の損失引当は、損失の発生が明らかになった日の属する事業年度にお

いて行っています。

ソリューションサービス分野

　商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は開発等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて

商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、「収益認識に関する会計基準の適用

指針」第98項で規定する出荷基準等の取扱いを適用し、商品又は製品を出荷した時点において、顧客が当該

商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、出荷時点で収益を認識しております。商品又は

製品に関する取引対価は、商品又は製品の引き渡し時から短期間で決済されるため、当該顧客との契約に基

づく債権について、重要な金融要素の調整は行なっておりません。

　保守サービスに係る収益は、主に商品又は製品の保守であり、顧客との保守契約に基づいて保守サービス

を提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であ

り、原則履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。保守サービスは、履行義務を充足して

から対価を受領するまでの期間が短期間であるため、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融

要素の調整は行なっておりません。
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Ⅱ．収益認識に関する注記

（収益を理解するための基礎となる情報）

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「重要な収益の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記

（一定の期間にわたり充足される履行義務に関する収益の認識）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 432,858 千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、システム・ソフトウェア開発に関して、財又はサービスに対する支配が一定の期間にわたり顧客に移転する

場合には、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る

進捗率の見積り方法は、見積総原価に対する発生原価の割合(インプット法)を用いております。

　総原価の見積りはプロジェクトの進行に応じて適時、適切に見直しを行いますが、契約ごとに個別性が高く、顧客か

らの要請の高度化・複雑化や開発段階でのシステム要件の変更、納期の変更等により、総原価の見積りが変動すること

があり、その結果、プロジェクトの進捗度が変動する可能性があります。また、これらの見積りには不確実性が含まれ

ているため、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額

1,187,895 千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　区分掲記されたもの以外で当該関係会社に対する各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

短期金銭債権

売掛金 1,177,079 千円

その他 2,428 千円

短期金銭債務

買掛金 9,930 千円

未払金 16,300 千円

契約負債 3,834 千円

３．土地再評価

　当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　土地の再評価に関する法律第３条第３項に定める再評価の方法

　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める路線価及び

　路線価のない土地は、同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算出しております。
　
　再評価を行った年月日　平成14年３月31日

　同法律第10条に定める再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　　　 △51,762 千円
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Ⅴ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売　上　高 9,487,958 千円

仕　入　高 100,333 千円

そ　の　他 595,801 千円

営業取引以外の取引による取引高

営業外収益 2,087 千円

２．減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 種類

メディアドライブ 工具器具備品及び

事業部開発用機器 ソフトウェア

（減損損失の認識に至った経緯）

　東京都中央区のメディアドライブ事業部の拠点について、３期連続して営業利益がマイナスとなり、回収可能性

が低下したため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失6,572千円として特別損失に計上してお

ります。

（グルーピングの方法）

　事業用資産につきましては、管理会計上の区分を基礎としてグルーピングを行っております。

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は正味売却価額により算定しており、転用や売却が困難であることから、正味売却価額は零として

評価しております。

東京都中央区 6,572千円

用途 減損損失額

6

Ⅵ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

289,474 千円

310,750 千円

24,527 千円

1,776 千円

46,362 千円

47,046 千円

4,149 千円

6,368 千円

56,775 千円

58,239 千円

2,011 千円

　繰延税金資産　小計 847,481 千円

△117,758 千円

繰延税金資産　合計 729,723 千円

繰延税金資産の純額 729,723 千円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正
　「地方税法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第４号）が令和６年３月31日に公布され、
令和８年４月１日以後に開始する事業年度から、資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法
人等の100%子法人等のうち、資本金１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が２億円を超える
ものは、外形標準課税の対象法人となりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定
実効税率は、令和８年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の
34.59％から30.62％になります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額は30,627千円減少し、法人税等調整額が同額増加して
おります。

そ の 他

未 払 賞 与

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 事 業 税

未 払 事 業 所 税

未 払 法 定 福 利 費

減 価 償 却 費 超 過 額

土 地 再 評 価 差 額 金

減 損 損 失

返 品 引 当 金

評 価 性 引 当 額



 Ⅶ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

  当社の資金運用につきましては、主に株式会社ＮＴＴデータグループが導入しているグループキャッシュマネジ

メントシステムに参加する他、有価証券等の安全性の高い金融商品によっております。

　なお、一部において、効率的な資金運用を図ることを目的として、デリバティブを組み込んだ債券による運用を

行っております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに対して、営業取

引等に関する債権管理関連規程等に基づき、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状

況を把握する管理体制としております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。保有する投資有価証券は、主に効率的な資金運用

を図ることを目的にした複合金融商品等の債券であり、当該リスクに対して、時価等に係る情報を取締役会に報告

する管理体制としております。

　なお、複合金融商品である債券の発行体は信用度の高い金融機関でありますが、債券に組み込まれているデリバ

ティブは、為替又は株式相場等の変動により元本の一部が毀損するリスクを有しております。

　営業債務である買掛金は、その殆どが１年以内に到来する支払期日のものであります。

　デリバティブ取引の執行及び管理については、信用リスクを軽減するため格付けの高い金融機関との取引に限定

し、かつ、資金運用に関する有価証券運用規程等に基づき、個々の取引毎に限度額及び決裁手続きに従う管理体制

としております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格がない場合、合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定にお

いては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり

ます。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　　令和６年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

　なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません((注3)参照)。

（単位：千円）

47,165 47,165 -

47,165 47,165 -

- - -

(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　資産

　　　現金及び預金、受取手形、売掛金、及び関係会社預け金

　　　　短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

　　　負債

　　　買掛金

　　　　短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

(注2) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

　　　ルに分類しております。

　　　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場による（無調整の）相場価格により算定した時価

　　　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定

　　　　　　　　　　　　した時価

　　　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 (1)  投資有価証券

    　これらの時価については、取引金融機関から提示される合理的に算定された価格によっており、レベル２

　　　の時価に分類しております。

 (2)  デリバティブ取引

  　　組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「(1) 

    　投資有価証券」の「その他有価証券」に含めて記載しております。

(注3) 非上場株式（貸借対照表計上額 2,000千円）は、市場価格のない株式等に該当するため、「(1) 投資有価証

 　　 券」の「その他有価証券」には含めておりません。

(注4) 満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

(単位:千円)

　 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

投資有価証券

 その他有価証券のうち満期があるもの - - - 47,165

- - - 47,165

 Ⅷ．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産を所有するものの、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略しております。

(1) 投資有価証券

　　  その他有価証券

貸借対照表
計上額(*)

時価(*)

合　　　　　計

差額

(2) デリバティブ取引

種　　　類
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び法人主要株主等

（注1）

（注1）

（注2）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）ソフトウェア開発売上取引につきましては、一般的取引条件と同様に決定しております。

（注2）資金の預託は株式会社ＮＴＴデータグループが導入しているグループキャッシュマネジメントシステムに

　　　参加していることから生じております。また、取引金額は、純額で表示しております。なお、利率は、市場

      金利を勘案し合理的に決定しております。

２．兄弟会社等

   該当事項はありません。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額

２．１株当たり当期純利益

715円 40銭

59円 98銭

期末残高
（千円）

科目
取引金額
（千円）

取引の内容

821,451売掛金8,229,5511,000 情報サービス業
（被所有）
直接　100%

資金の預託

ソフトウェア
開発の受託等

親会社
東京都
江東区

資本金
（百万円）

所在地
議決権等の所有
（被所有）割合

事業の内容
又は

職　業

関連当事者
との関係

会社等の名称
又は氏名

種類

株式会社
ＮＴＴデータ

ソフトウェア
開発の受託等

ソフトウェア
開発売上

親会社
株式会社
ＮＴＴデータ
グループ

東京都
江東区

142,520 情報サービス業
（被所有）
間接　100%

払戻 94,116
関係会社
預け金

2,186,335

ソフトウェア
開発売上

1,258,407 売掛金 355,628
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